
コンビニ交付は、地方公共団体情報システム機構が運営しているサービスです。

お問合せ先
地方公共団体情報システム機構

ICTイノベーションセンター 研究開発部
 03-5214-8002  icss01@j- l is .go . jp

小規模市町村もぞくぞく参加

自治体基盤クラウドシステム で、

新規も既存も お得に 導入！

詳細は裏面をチェック

BCP対策

コンビニ交付の

運用経費(従来比)

4～7割 削減
※5年間試算

住民情報の

バックアップ
にも！

2024年6月末時点

177団体利用中
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BCP対策
住民情報バックアップの保管

⇒大規模災害でも安心

コンビニ交付サービス提供
住民票や印鑑証明、税証明書

⇒書式は標準フォーマット

新サービスの提供

自治体基盤クラウドシステムの概要とメリット

• 自前の証明発行サーバ（コンビニ交付用）は構築不要

• 導入時や法改正対応時等のシステム改修に係る職員の負担を軽減
職員負担を軽減

費用対効果を大幅UP

構築・運用経費が安い

• コンビニ交付の５年間の構築・運用経費が従来比４割～７割安い

• コンビニ交付の証明発行機能が1通180円でご利用可能

• 人口３万人未満の市及び町村は運営負担金を減額

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月

合計 2,512,400 2,203,050 2,988,607 2,503,537 2,452,279 2,568,518 2,589,633

団体数 1,164 1,165 1,167 1,173 1,177 1,180 1,196

11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月

合計 2,521,785 2,392,275 2,657,621 2,860,947 3,645,435 2,936,097 2,609,932

団体数 1,206 1,226 1,235 1,256 1,286 1,290 1,291

種別 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 累計

住民票 2,386,613 4,100,191 7,078,939 10,572,144 15,300,371 2,770,920 47,233,357

住記載 31,693 51,625 96,150 161,022 248,270 46,408 682,174

印鑑 1,862,637 2,984,766 4,795,784 7,028,049 10,687,923 1,903,873 33,567,178

税 338,597 530,124 976462 1,474,902 2,146,003 247,866 6,325,889

戸籍 300,519 493,285 940,863 1,734,345 3,288,104 538,991 7,709,564

附票 27,324 44,523 84,913 135,658 225,416 37,971 597,621

合計 4,947,383 8,204,514 13,973,111 21,106,120 31,896,087 5,546,029 96,115,783

R6年5月
2,609,932通

約1.2倍

R5年5月
2,203,050通

R6年5月
1,291団体

月別交付通数・団体数の推移 過去14カ月の月別交付通数

年度別交付通数

導入検討資料についてはこちら
https://www.j-l is.go.jp/rdd/card/bcl/page/

コンビニ交付の利用状況 （令和6年6月15日確定値）

※Bas ic  C loud systems for  Local  government  の略称

• 証明書交付の９割を占める住民票の写し、印鑑登録証明書及び

税証明書のコンビニ交付が利用可能

• 国の標準仕様に準拠
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